
（単位:億円〔単位未満切捨て〕)

令和6年度 令和7年度 令和８年度

決算 決算 計画

A B B-A (％) ※2

営業収益 11,718 12,845 1,126 9.6% 22,597

高速道路事業 10,978 11,984 1,006 9.1% 21,897

(料金収入) 8,369 8,547 178 2.1% 8,390

(道路資産完成高) 2,590 3,417 827 31.9% 13,507

(その他の営業収益) 19 19 0 1.7% 0

関連事業 754 875 121 16.0% 707

(ＳＡ・ＰＡ事業) 352 358 5 1.6% 362

(受託・その他の事業) 401 517 115 28.7% 344

セグメント間取引の消去 △ 14 △ 14 △0 - △ 7

営業費用 11,686 12,840 1,153 9.8% 22,571

高速道路事業 10,994 12,025 1,031 9.3% 21,906

(道路資産賃借料) 5,822 5,978 156 2.6% 5,676

(道路資産完成原価) 2,590 3,420 830 32.0% 13,528

(管理費用等) 2,581 2,626 44 1.7% 2,701

関連事業 706 829 122 17.3% 673

(ＳＡ・ＰＡ事業) 309 320 11 3.6% 331

(受託・その他の事業) 397 508 111 28.0% 342

セグメント間取引の消去 △ 14 △ 14 △0 - △ 7

31 5 △ 26 △82.1% 25

高速道路事業 △ 15 △ 40 △ 25 - △ 8

関連事業 47 46 △ 1 △2.1% 33

68 59 △ 9 △13.8% 17

営業利益（△損失）

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

令和７年度　決算（連結）の概要

　　　　　　(注)当社グループの事業区分及びその主要内容は、以下のとおりです。

区　　分
対前年増減額・率

58 66 8 13.7% 4

道路資産完成原価には、機構に債務引渡しを行わない高速道路の安全対策やサービス高度化に資する事業に伴う支出を含みます。

令和８年度計画は、一定の前提・予測に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因により、上記計画と異なる可能性があります。

 ※1)

 ※2)

別 添 １

主要内容

 高速道路事業  高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等

 ＳＡ・ＰＡ事業  高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等

 受託事業
 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等、その他委託に
 基づく事業等

 その他の事業  駐車場事業、トラックターミナル事業等

事業区分

 関連事業

※1 ※1
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■営業損益（連結）の解説 
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（２） 関連事業 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

  高速道路事業の営業収益は１兆１，９８４億円となりました。（対前年度１，００６億円の増） 

・料金収入については、前年度に比べて交通量の増加※１に伴い対前年度１７８億円増の８，５４７

億円となりました。 

・道路資産完成高※２（機構に引き渡す高速道路資産の譲渡高）については、首都圏中央連絡自動

車道 久喜白岡ジャンクション（以下「ＪＣＴ」）～大栄ＪＣＴの４車線化の一部完成や高速道路リニュ

ーアルプロジェクトの進捗等により、対前年度８２７億円増の３，４１７億円となりました。 
 

※１ 通行台数 ３０５万台／日（前年度比１．１％増） 

※２ 主な開通等  
 ・令和６年度・・・・首都圏中央連絡自動車道 幸手ＩＣ～五霞ＩＣ ４車線化 

首都圏中央連絡自動車道 坂東ＰＡ（内回り） 
 ・令和７年度・・・・首都圏中央連絡自動車道 つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ ４車線化 

首都圏中央連絡自動車道 つくば牛久ＩＣ～牛久阿見ＩＣ ４車線化 
首都圏中央連絡自動車道 阿見東ＩＣ～稲敷ＩＣ ４車線化 
首都圏中央連絡自動車道 坂東ＰＡ（外回り） 
道東自動車道 トマム IC～十勝清水 IC（一部） ４車線化 

  高速道路事業の営業費用は１兆２，０２５億円となりました。（対前年度１，０３１億円の増） 

・道路資産賃借料※３については、対前年度１５６億円増の５，９７８億円となりました。 

・道路資産完成原価※４（高速道路建設に係る費用）については、対前年度８３０億円増の３，４２０

億円となりました。 

・管理費用等については、労務単価や資材価格の上昇による維持管理費等の増加などにより、対

前年度４４億円増の２，６２６億円となりました。 
  

※３ 道路資産賃借料について 

料金収入の実績が、機構と高速道路会社（以下「会社」）との協定に定める計画収入の一定割合を 

超えて変動する際には、一定割合を超える部分について会社から機構に支払う道路資産賃借料を  

加減算する仕組みとなっています。 

令和７年度については、協定に基づく道路資産賃借料の年間計画額に対し、１８９億円の加算となり 

ました。 

※４ 道路資産完成原価には、機構に債務引渡しを行わない高速道路の安全対策やサービス高度化に資

する事業への支出（２億円）を含んでいます。当該事業は高速道路事業の利益剰余金を原資とした 

「安全対策・サービス高度化積立金」を活用しています。 
  

  この結果、高速道路事業は４０億円の営業損失（前年度は１５億円の営業損失）となりました。 

  ＳＡ・ＰＡ事業の営業収益は３５８億円となりました。（対前年度５億円の増） 

・前年度に比べ、交通量の増加に伴い店舗売上※５が増加したことによるものです。 
 
※５ ＳＡ・ＰＡ店舗売上高（飲食物販等） １，７７６億円（前年度比１．８％増） 

 

  ＳＡ・ＰＡ事業の営業費用は３２０億円となりました。（対前年度１１億円の増） 

・店舗売上の増加に伴い売上原価及び販売管理費が増加したことによるものです。  
 

  この結果、ＳＡ・ＰＡ事業では３７億円の営業利益 （前年度は４２億円の営業利益）、受託事業・そ

の他の事業を加えた関連事業全体では、４６億円の営業利益 （前年度は４７億円の営業利益）と

なりました。 
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【参考】令和７年度　決算（個別）の概要
（単位:億円〔単位未満切捨て〕)

令和6年度 令和7年度
決算 決算

A B B-A (％)

営業収益 11,457 12,585 1,127 9.8%

高速道路事業 10,973 11,980 1,006 9.1%

(料金収入) 8,369 8,547 177 2.1%

(道路資産完成高) 2,590 3,417 827 31.9%

(その他の売上高) 13 14 0 4.3%

関連事業 483 605 121 25.0%

(ＳＡ・ＰＡ事業) 104 107 3 3.1%

(受託・その他の事業) 379 497 118 31.1%

営業費用 11,501 12,641 1,140 9.9%

高速道路事業 11,027 12,050 1,023 9.2%

(道路資産賃借料) 5,822 5,978 156 2.6%

(道路資産完成原価) 2,590 3,420 830 32.0%

(管理費用等)  2,614 2,651 37 1.4%

関連事業 474 590 116 24.5%

(ＳＡ・ＰＡ事業) 95 99 4 4.7%

(受託・その他の事業) 379 491 111 29.5%

営業利益（△損失） △ 43 △ 56 △ 12 -

高速道路事業 △ 53 △ 70 △ 17 -

関連事業 9 14 4 49.4%

17 12 △ 4 △28.0%

当期純利益 30 38 7 24.9%

区　　分
対前年増減額・率

道路資産完成原価には、機構に債務引渡しを行わない高速道路の安全対策やサービス高度化に資する事業に伴う支出を含みます。※）

経常利益

※
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【参考】令和７年度のトピックス 
  
【高速道路事業】 

■高速道路リニューアルプロジェクト〔機能の向上と長寿命化〕 

高速道路のネットワーク機能を長期にわたって健全に保つため、老朽化した橋りょうの対策工事やトンネル

の補強工事などを実施しています。令和７年度においては、道央自動車道 江別西ＩＣ～江別東ＩＣ間の千歳

川大橋など、３４橋の床版取替工事を実施し、３１橋を完了しました。また、上信越自動車道 佐久ＳＩＣ～碓

氷軽井沢ＩＣ間の閼伽流山トンネルなど、２本のトンネル補強工事を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高速道路の機能強化〔暫定２車線区間の４車線化及びスマートＩＣの整備〕 

安全かつ円滑な交通の確保並びに渋滞の緩和のため、暫定２車線区間の４車線化を進めています。令和

７年１１月７日から道東自動車道トマムＩＣ～十勝清水ＩＣのうち一部区間について、４車線での運用を開始しま

した。この運用開始に伴い、当該区間とこれまでに４車線で運用している区間の最高速度が８０ｋｍ/ｈから１０

０ｋｍ/ｈに変更されました。また、令和８年２月２７日には、首都圏中央連絡自動車道４車線化（久喜白岡Ｊ

ＣＴ～大栄ＪＣＴ間）のうち、つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ間が４車線での運用を開始しました。 

高速道路の有効活用や地域経済の活性化等を推進するため、各地の自治体と協力し、スマートＩＣの整備

を進めています。令和７年１２月５日に、東北自動車道 大玉スマートＩＣの事業許可を受けています。 

 

 

 

 

 

 

 

【関連事業】 

■新たな休憩施設のオープン及び商業施設のリニューアルオープン〔ＳＡ・ＰＡの利便性向上〕 

令和８年１月３１日に首都圏中央連絡自動車道 坂東ＰＡ（外回り）をオープンし、首都圏中央連絡自動車

道外回りの休憩施設の空白区間が解消されることで、お客さまの安全性及び利便性の向上を図りました。 

また、令和８年３月１７日に東北自動車道 佐野ＳＡ（上り線）を「ドラマチックエリア佐野（上り線）」としてリニ

ューアルオープンしました。令和４年開業の下り線の商業施設と行き来できる「佐野パークＳＡ」として、地域

の食や特産品を提供するなど、商業施設の充実を図りました。 

■無人販売店舗の展開〔ＳＡ・ＰＡの省人化〕 

将来的な担い手不足への対応とサービス水準の維持を目的として、省人化に向けた取組みを進めていま

す。令和７年４月１１日の常磐自動車道 日立中央ＰＡ（上り線）での無人決済エリア導入に続き、令和８年３

月２４日には道央自動車道 輪厚ＰＡ（下り線）に無人販売店舗「輪厚ＧＯ」をオープンしました。 

 
 

 

道央自動車道 千歳川大橋床版取替工事 上信越自動車道 閼伽流山トンネル補強工事 

道央自動車道 

輪厚ＰＡ（下り線） 輪厚ＧＯ 

東北自動車道 

佐野ＳＡ（上り線） 

首都圏中央連絡自動車道 

坂東ＰＡ（外回り） 
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至 十勝清水ＩＣ 

至 トマムＩＣ 

至 つくばＪＣＴ 

至 つくば中央ＩＣ 

道東自動車道 トマムＩＣ～十勝清水ＩＣ 首都圏中央連絡自動車道 つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ  

下り線 

上り線 

車線規制にてトンネルインバートを設置 ロードジッパーによる車線切替運用 
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